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１１月１０日（火）まで

11月３０日（月）まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和８年１０月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和８年９月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住民税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和８年８月期）　
２カ月延長法人（令和８年７月期）
④　消費税・地方消費税の確定申告（１カ月ごと）（９月期）
⑤　消費税・地方消費税の確定申告（３カ月ごと）（３月、６月、９月、１２月
期）

⑥　法人の中間申告（半期・３月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　消費税・地方消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（９月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　3カ月ごと（３月、６月、１２月期）

①　源泉所得税には復興特別所得税の額を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）の終了日は
各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は適用後２年
間継続が要件である。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

（付記）　税を考える週間（11月11日（水）～17日（火））
国税庁・国税局・税務署

去
る
10
月
２
日
、
金
融
庁
は
、
第

57
回
企
業
会
計
審
議
会
監
査
部
会

（
部
会
長
：
堀
江
正
之
・
日
本
大
学

商
学
部
特
任
教
授
）
を
開
催
し
た
。

前
回
部
会
（
２
０
２
６
年
６
月
１

日
号（
№
１
７
７
７
）情
報
ダ
イ
ジ
ェ

ス
ト
参
照
）
で
の
、改
訂
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
国

際
監
査
基
準
）
570
（
継
続
企
業
）
お

よ
び
改
訂
Ｉ
Ｓ
Ａ
240
（
不
正
）
を
踏

ま
え
た
監
査
基
準
の
改
訂
に
つ
い
て

の
審
議
を
も
と
に
、事
務
局
か
ら「
監

査
基
準
の
改
訂
に
つ
い
て
（
公
開
草

案
）」
の
文
案
が
示
さ
れ
、
審
議
が

行
わ
れ
た
。

主
な
公
開
草
案
の
文
案
の
内
容
は

次
の
と
お
り
。

継
続
企
業
の
前
提

⑴　
継
続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
監

査
手
続

わ
が
国
の
監
査
実
務
で
は
、
継
続

企
業
の
前
提
に
重
要
な
疑
義
を
生
じ

さ
せ
る
よ
う
な
事
象
ま
た
は
状
況
に

関
し
て
、
経
営
者
が
行
っ
た
評
価
お

よ
び
対
応
策
に
つ
い
て
監
査
人
が
検

討
す
べ
き
合
理
的
な
期
間
は
少
な
く

と
も
決
算
日
か
ら
１
年
間
と
さ
れ
て

い
る
が
、
よ
り
将
来
の
事
象
ま
た
は

状
況
を
評
価
対
象
と
す
る
こ
と
で
監

査
済
財
務
諸
表
の
意
思
決
定
有
用
性

が
高
ま
る
こ
と
に
加
え
、
改
訂
Ｉ
Ｓ

Ａ
570
と
の
整
合
性
も
踏
ま
え
、
少
な

く
と
も
「
財
務
諸
表
の
公
表
の
承
認

日
」
後
１
年
間
に
つ
い
て
評
価
を
行

う
こ
と
を
求
め
る
。

⑵　
監
査
報
告
書
に
お
け
る
継
続
企

業
の
前
提
の
記
載

継
続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
重
要

な
不
確
実
性
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に

監
査
人
が
監
査
報
告
書
に
記
載
す
る

現
行
の
要
件
は
変
更
し
な
い
。
そ
の

一
方
で
、
改
訂
Ｉ
Ｓ
Ａ
570
も
踏
ま
え

て
、
継
続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
重

要
な
不
確
実
性
が
認
め
ら
れ
な
い
場

合
に
つ
い
て
も
、
監
査
報
告
書
に
独

立
し
た
区
分
を
設
け
て
、
継
続
企
業

の
前
提
に
関
す
る
事
項
を
記
載
す

る
。継

続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
経
営

者
の
評
価
を
監
査
人
が
ど
の
よ
う
に

検
討
し
た
か
に
つ
い
て
、
上
場
会
社

等
の
財
務
諸
表
の
監
査
に
お
い
て

は
、
監
査
報
告
書
に
説
明
を
記
載
す

る
こ
と
を
求
め
る
。

不
正
対
応

わ
が
国
の
監
査
基
準
等
で
は
、
国

際
監
査
基
準
に
先
駆
け
て
、
改
訂
さ

れ
た
Ｉ
Ｓ
Ａ
240
で
新
た
に
設
け
ら
れ

た
不
正
ま
た
は
不
正
の
疑
い
が
識
別

さ
れ
た
場
合
の
対
応
等
を
取
り
入
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
監
査
基
準
等
の

改
訂
は
行
わ
な
い
。
一
方
、
不
正
ま

た
は
不
正
の
疑
い
が
識
別
さ
れ
た
場

合
の
手
続
お
よ
び
監
査
報
告
書
に
不

正
に
関
連
す
る
「
監
査
上
の
主
要
な

検
討
事
項
」
を
記
載
す
る
場
合
に
、

不
正
に
関
連
す
る
事
項
で
あ
る
こ
と

を
明
確
に
示
す
見
出
し
を
付
す
こ
と

等
の
個
別
具
体
的
な
対
応
に
つ
い
て

は
、
現
行
の
監
査
基
準
等
の
趣
旨
を

踏
ま
え
て
、
実
務
の
指
針
に
お
い
て

対
応
す
る
。

実
施
時
期

改
訂
監
査
基
準
は
、令
和
10（
２
０

２
８
）
年
３
月
決
算
に
係
る
財
務
諸

表
の
監
査
か
ら
実
施
す
る
。

継
続
企
業
の
前
提
等
に
関
す
る
監
査
基

準
の
改
訂
案
、検
討
─
企
業
会
計
審
議
会
監
査
部
会

監
　
　
査

金
融
資
産
の
減
損
に
関
す
る
会
計
基
準

等
、公
表
議
決
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

去
る
10
月
５
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
８
５
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。
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会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

連
結
財
務
諸
表
の
特
徴
③

～
表
示
⑶
～

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

今
回
は
、
連
結
財
務
諸
表
の
特
徴

と
し
て
、
前
回
の
「
⑵
連
結
損
益
計

算
書
」
に
続
く
、
連
結
包
括
利
益
計

算
書
お
よ
び
連
結
株
主
資
本
等
変
動

計
算
書
を
説
明
す
る
。

⑶　
連
結
包
括
利
益
計
算
書

①　
連
結
包
括
利
益
計
算
書
の
表
示

内
容
と
位
置
づ
け

現
行
会
計
制
度
に
お
い
て
は
、
資

産
や
負
債
を
時
価
等
で
評
価
す
る
際

に
、
評
価
差
額
等
が
損
益
処
理
さ
れ

る
場
合（
棚
卸
資
産
評
価
損
な
ど
）と
、

損
益
処
理
さ
れ
な
い
場
合
（
そ
の
他

有
価
証
券
評
価
差
額
金
な
ど
）
が
あ

る
。こ

の
よ
う
な
評
価
差
額
等
は
、
前

者
の
場
合
は
損
益
計
算
書
に
表
示
さ

れ
、
後
者
の
場
合
は
包
括
利
益
計
算

書
に
表
示
さ
れ
る
関
係
に
あ
る
。

こ
の
場
合
、
連
結
包
括
利
益
計
算

書
に
お
け
る
「
そ
の
他
の
包
括
利
益
」

が
非
支
配
株
主
に
係
る
部
分
を
含
ん

で
い
る
点
は
、
連
結
損
益
計
算
書
に

お
け
る
「
当
期
純
利
益
」
と
同
様
で

あ
る
。
ま
た
、「
当
期
純
利
益
」
は
税

効
果
を
含
ん
だ
税
引
後
で
あ
る
た
め
、

「
そ
の
他
の
包
括
利
益
」
も
税
引
後

と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
包
括
利
益
計
算
書
は
、
現

時
点
で
は
個
別
財
務
諸
表
を
構
成
し

て
お
ら
ず
、
連
結
包
括
利
益
計
算
書

の
み
が
制
度
化
さ
れ
、
個
別
財
務
諸

表
と
し
て
の
位
置
づ
け
は
将
来
の
課

題
と
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
結
果
、
連
結
貸
借
対
照
表
と

個
別
貸
借
対
照
表
に
お
け
る
純
資
産

の
部
の
表
示
科
目
が
、
次
の
と
お
り

両
者
で
相
違
し
て
い
る
点
は
、
前
々
回

「
⑴
連
結
賃
借
対
照
表
」
に
説
明
し

た
と
お
り
で
あ
る
。

（
連
結
Ｂ
Ｓ　
純
資
産
の
部
）

そ
の
他
の
包
括
利
益
累
計
額

（
個
別
Ｂ
Ｓ　
純
資
産
の
部
）

評
価
・
換
算
差
額
等

②　
主
な
表
示
項
目

連
結
包
括
利
益
計
算
書
に
表
示
さ

れ
る
項
目
は
、
基
本
的
に
、
連
結
貸

借
対
照
表
の
純
資
産
の
部
に
お
け
る

「
そ
の
他
の
包
括
利
益
累
計
額
」
に

属
す
る
項
目
と
整
合
し
て
お
り
、
当

該
項
目
に
係
る
当
期
発
生
額
が
表
示

さ
れ
る
。

主
な
項
目
と
し
て
は
、
個
別
貸
借

対
照
表
の
純
資
産
の
部
（
評
価
・
換

算
差
額
等
）
に
表
示
さ
れ
る
「
そ
の

他
有
価
証
券
評
価
差
額
金
」
の
ほ
か
、

連
結
特
有
の
項
目
で
あ
る
「
為
替
換

算
調
整
勘
定
」、「
退
職
給
付
に
係
る

調
整
額
」
お
よ
び
「
持
分
法
適
用
会

社
に
対
す
る
持
分
相
当
額
」
が
あ
る
。

最
後
の
「
持
分
法
適
用
会
社
に
対

す
る
持
分
相
当
額
」
は
関
連
会
社
に

お
け
る
評
価
差
額
等
の
当
期
発
生
額

を
意
味
し
て
お
り
、
こ
の
点
は
、
同

じ
く
フ
ロ
ー
情
報
で
あ
る
連
結
損
益

計
算
書
に
お
い
て
、
関
連
会
社
に
係

る
損
益
が
持
分
法
に
よ
る
投
資
損
益

と
し
て
営
業
外
損
益
に
独
立
表
示
さ

れ
る
の
と
同
様
で
あ
る
。

た
だ
し
、「
持
分
法
適
用
会
社
に
対

す
る
持
分
相
当
額
」
は
関
連
す
る
評

価
差
額
等
の
各
項
目
を
一
括
し
て
表

示
す
る
も
の
で
あ
り
、
最
終
的
な
残

高
情
報
と
し
て
は
、
関
連
す
る
評
価

差
額
等
の
各
項
目
に
含
め
て
帰
属
先

別
に
表
示
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

⑷　
連
結
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書

連
結
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
は
、

連
結
貸
借
対
照
表
「
純
資
産
の
部
」
の

前
期
末
残
高
か
ら
当
期
末
残
高
へ
の
変

動
内
容
を
説
明
す
る
計
算
書
で
あ
る
。

当
期
変
動
額
の
う
ち
、
変
動
内
容

が
総
額
表
示
さ
れ
る
の
は
基
本
的
に

株
主
資
本
で
あ
り
、
株
主
資
本
以
外

の
各
項
目
は
純
額
表
示
さ
れ
る
の
が

一
般
的
で
あ
る
。
実
務
上
、
連
結
包

括
利
益
計
算
書
と
の
関
係
は
あ
ま
り

意
識
さ
れ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
。

な
お
、
純
資
産
の
部
に
お
い
て
は
、

帰
属
先
別
に
、「
株
主
資
本
」
と
「
そ

の
他
の
包
括
利
益
累
計
額
」
は
親
会

社
株
主
に
帰
属
す
る
持
分
を
意
味
し
、

親
会
社
株
主
に
帰
属
し
な
い
そ
れ
ぞ
れ

の
部
分
は
「
非
支
配
株
主
持
分
」
と

し
て
一
本
表
示
さ
れ
て
い
る
。

金
融
資
産
の
減
損

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
６
年
10

月
10
日
号
（
№
１
７
８
９
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、

金
融
資
産
の
減
損
に
関
す
る
会
計
基

準
に
関
す
る
審
議
が
行
わ
れ
た
。

改
正
企
業
会
計
基
準
10
号
「
金
融

商
品
に
関
す
る
会
計
基
準
」、
企
業

会
計
基
準
適
用
指
針
●
号
「
金
融
資

産
の
予
想
信
用
損
失
に
係
る
会
計
上

の
取
扱
い
に
関
す
る
適
用
指
針
」等
、

15
本
の
会
計
基
準
等
の
文
案
に
つ
い

て
、
審
議
が
行
わ
れ
、
委
員
全
員
の

賛
成
で
公
表
議
決
さ
れ
た
。

ま
た
、
補
足
文
書
「
金
融
資
産
の

予
想
信
用
損
失
に
係
る
会
計
上
の
取

扱
い
に
つ
い
て
」
等
に
つ
い
て
公
表

が
承
認
さ
れ
た
。

10
月
中
旬
ご
ろ
公
表
予
定
。

の
れ
ん
の
会
計
処
理
お
よ
び

関
連
す
る
開
示
の
検
討

第
５
８
３
回
親
委
員
会
（
２
０
２
６

年
10
月
１
日
号
（
№
１
７
８
８
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
て
、
企

業
会
計
基
準
諮
問
会
議
の
提
言
の
内

容
に
沿
っ
て
、
の
れ
ん
の
償
却
に
関

す
る
課
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
検
討

す
る
こ
と
が
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
の
新
規
テ
ー

マ
と
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
て
、
今
回

か
ら
具
体
的
な
審
議
に
入
っ
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

⑴　
の
れ
ん
の
償
却
期
間
お
よ
び
償

却
方
法
に
関
す
る
実
務
上
の
課
題

へ
の
対
応

本
テ
ー
マ
に
つ
い
て
、
①
企
業
結

合
会
計
基
準
32
項
に
お
け
る
償
却
期

間
お
よ
び
償
却
方
法
の
考
え
方
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
り
実
務
上
の

課
題
へ
の
対
応
が
図
ら
れ
る
か
ど
う

か
の
検
討
を
行
い
、②
検
討
の
結
果
、

実
務
上
の
課
題
へ
の
対
応
が
図
ら
れ

る
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に
は
、
当
該

考
え
方
を
示
す
取
組
み
を
進
め
る
と

す
る
、
２
段
階
で
審
議
を
進
め
る
こ

と
と
し
て
お
り
、
今
回
は
①
の
検
討

の
進
め
方
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ

た
。こ

れ
ま
で
の
意
見
聴
取
等
で
収
集

し
た
意
見
を
踏
ま
え
、
次
の
実
務
上

の
課
題
が
識
別
さ
れ
て
い
る
。

ⅰ　
の
れ
ん
の
償
却
期
間

・
回
収
期
間
に
基
づ
い
て
の
れ
ん
の

償
却
期
間
を
決
定
し
て
い
る
こ
と

に
よ
り
、
結
果
と
し
て
不
合
理
と

考
え
ら
れ
る
状
況
が
生
じ
る
場
合

が
あ
る
。

・
の
れ
ん
の
償
却
期
間
は
、
案
件
ご

と
に
監
査
人
と
協
議
し
て
決
定
す

る
プ
ロ
セ
ス
が
必
要
と
な
る
た
め
、

買
収
価
格
の
決
定
時
点
で
は
会
計

上
の
償
却
期
間
が
わ
か
ら
ず
、
予

見
可
能
性
が
な
い
。

ⅱ　
の
れ
ん
の
償
却
方
法
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・
企
業
結
合
の
目
的
や
経
営
実
態
を

踏
ま
え
る
と
、
企
業
結
合
日
か
ら

の
れ
ん
を
償
却
す
る
こ
と
に
違
和

感
が
あ
る
。

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、事
務
局
か
ら
、

今
後
、
の
れ
ん
の
減
価
パ
タ
ー
ン
と

償
却
期
間
お
よ
び
償
却
方
法
に
関
す

る
考
え
方
の
整
理
を
行
っ
た
う
え

で
、
個
別
的
に
識
別
さ
れ
て
い
る
実

務
上
の
課
題
に
つ
い
て
検
討
を
行
う

と
す
る
進
め
方
の
案
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
、
進
め
方
に
異
論
は
聞

か
れ
な
か
っ
た
。
ま
た
、「
償
却
の

開
始
タ
イ
ミ
ン
グ
に
つ
い
て
慎
重
に

検
討
し
て
ほ
し
い
」
と
の
意
見
が
聞

か
れ
た
。

⑵　
の
れ
ん
償
却
前
営
業
利
益
に
関

す
る
情
報
提
供
の
た
め
の
見
直
し

本
テ
ー
マ
に
つ
い
て
、
①
の
れ
ん

償
却
前
営
業
利
益
に
関
す
る
情
報
提

供
の
た
め
の
見
直
し
が
企
業
会
計
基

準
等
の
改
善
を
も
た
ら
す
か
ど
う
か

に
つ
い
て
検
討
し
、
②
企
業
会
計
基

準
等
の
改
善
を
も
た
ら
す
と
判
断
さ

れ
る
場
合
に
は
、
企
業
会
計
基
準
等

の
開
発
を
行
う
と
す
る
、
２
段
階
で

審
議
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
今

回
は
①
の
検
討
の
進
め
方
に
つ
い
て

審
議
さ
れ
た
。

事
務
局
か
ら
は
、
次
の
２
つ
の
側

面
か
ら
検
討
を
進
め
る
案
が
示
さ
れ

た
。

ⅰ　
の
れ
ん
償
却
前
営
業
利
益
に
関

す
る
情
報
提
供
が
意
思
決
定
と
の

関
連
性
を
高
め
る
こ
と
と
な
る
か

ど
う
か
、
国
際
的
な
会
計
基
準
に

お
け
る
情
報
の
集
約
や
分
解
お
よ

び
小
計
の
表
示
に
係
る
考
え
方
を

参
考
と
し
な
が
ら
検
討
を
行
う
。

ⅱ　
の
れ
ん
償
却
前
営
業
利
益
に
関

す
る
情
報
提
供
に
よ
り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
会
計
基
準
を
採
用
す
る
企
業
の

損
益
計
算
書
と
の
企
業
間
の
比
較

可
能
性
が
高
ま
る
か
ど
う
か
を
検

討
す
る
。

委
員
か
ら
は
進
め
方
に
賛
意
が
聞

か
れ
た
。
ま
た
、「
比
較
可
能
性
の

向
上
に
資
す
る
か
が
重
要
」
と
の
意

見
が
聞
か
れ
た
。

排
出
量
取
引

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
６
年
10

月
10
日
号
（
№
１
７
８
９
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、

排
出
量
取
引
制
度
に
係
る
会
計
上
の

取
扱
い
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ

た
。今

回
は
、
こ
れ
ま
で
の
審
議
内
容

を
踏
ま
え
た
実
務
対
応
報
告
公
開
草

案
「
Ｇ
Ｘ
推
進
法
に
基
づ
く
排
出
量

取
引
制
度
に
お
け
る
制
度
対
象
事
業

者
の
会
計
処
理
及
び
開
示
に
関
す
る

当
面
の
取
扱
い
（
案
）」
の
文
案
が

初
め
て
示
さ
れ
、
全
体
像
に
つ
い
て

検
討
が
行
わ
れ
た
。
設
例
が
４
つ
入

れ
ら
れ
て
い
る
。

委
員
か
ら
は
、
こ
れ
ま
で
の
議
論

の
方
向
性
が
反
映
さ
れ
て
い
る
点
に

つ
い
て
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
。

委
員
か
ら
「
４
つ
の
設
例
は
本
取
扱

い
の
核
に
な
る
も
の
で
あ
る
た
め
適

切
。設
例
の
追
加
の
要
否
の
検
討
も
」

と
の
意
見
が
聞
か
れ
た
。

次
回
は
、
引
き
続
き
文
案
の
検
討

の
他
、
適
用
時
期
・
経
過
措
置
に
つ

い
て
も
検
討
さ
れ
る
予
定
。

継
続
企
業

前
回
親
委
員
会
（
２
０
２
６
年
10

月
10
日
号
（
№
１
７
８
９
）
情
報
ダ

イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、

継
続
企
業
に
関
す
る
会
計
基
準
に
つ

い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。

継
続
企
業
会
計
基
準
等
の
文
案
に

つ
い
て
、
10
月
２
日
開
催
の
企
業
会

計
審
議
会
監
査
部
会
で
議
論
さ
れ
た

「
監
査
基
準
の
改
訂
に
つ
い
て
（
公

開
草
案
）」（
以
下
、「
改
訂
監
査
基

準
案
」
と
い
う
）
を
踏
ま
え
た
見
直

し
が
次
の
よ
う
に
行
わ
れ
た
。

⑴　
合
理
的
な
期
間

改
訂
監
査
基
準
案
に
お
い
て
は
、

合
理
的
な
期
間
に
関
し
て
「
少
な
く

と
も
『
財
務
諸
表
の
公
表
の
承
認

日
』
後
１
年
間
に
つ
い
て
評
価
を
行

う
」
と
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い

る
。
一
方
、
親
委
員
会
で
の
こ
れ
ま

で
の
議
論
で
は
、
合
理
的
な
期
間
に

つ
い
て
、「
決
算
日
後
、
少
な
く
と

も
財
務
諸
表
の
公
表
の
承
認
日
後
１

年
を
経
過
し
た
日
ま
で
の
期
間
を
い

う
」
と
さ
れ
て
い
た
。
会
計
基
準
と

監
査
基
準
で
「
合
理
的
な
期
間
」
に

関
す
る
定
義
が
異
な
る
こ
と
は
、
利

害
関
係
者
に
と
っ
て
理
解
し
に
く
い

状
況
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
継
続
企
業
会
計
基
準
案
に
お
い

て
は
、「
合
理
的
な
期
間
」
と
い
う

文
言
を
使
用
し
な
い
よ
う
文
案
を
見

直
し
た
。

⑵　
適
用
時
期

改
訂
監
査
基
準
案
の
実
施
時
期
に

つ
い
て
「
令
和
10
（
２
０
２
８
）
年

３
月
決
算
に
係
る
財
務
諸
表
の
監
査

か
ら
実
施
す
る
」
と
の
提
案
が
さ
れ

た
こ
と
を
受
け
て
、
適
用
日
に
関
し

て
「
本
会
計
基
準
は
、
２
０
２
８
年

３
月
31
日
以
後
終
了
す
る
連
結
会
計

年
度
及
び
事
業
年
度
の
年
度
末
に
係

る
財
務
諸
表
か
ら
将
来
に
わ
た
っ
て

適
用
す
る
」
と
見
直
し
た
。

＊

委
員
か
ら
は
特
段
の
異
論
が
聞
か

れ
ず
、
次
回
（
10
月
20
日
予
定
）
公

開
草
案
の
公
表
議
決
を
行
う
予
定
。

経理用語の豆知識
期中特有の会計処理

期中財務諸表作成のための特有の会計処理は、①原価差
異の繰延処理、②税金費用の計算が挙げられる。

①は標準原価計算等を採用している場合において、原価差
異が操業度等の季節的な変動に起因して発生したものであ
り、かつ、原価計算期間末までにはほぼ解消が見込まれると
きには、継続適用を条件として、当該原価差異を流動資産ま
たは流動負債として繰り延べることができる。

②は、親会社および連結子会社の法人税その他の課税対
象利益を基礎とする税金（法人税等）については、期中会計期
間を含む年度と同様の方法により計算し、繰延税金資産およ
び繰延税金負債については、回収可能性等を検討したうえで
期中貸借対照表に計上する。ただし、税金費用については、期
中会計期間を含む年度の実効税率を合理的に見積り、税引
前期中純利益に当該見積実効税率を乗じて計算することが
できる。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2026年
10月6日

第9回適時調査　生成AIと監査役等－利
用状況および監査対応－

監査役
協会

監査役協会に登録されている監査役を対象に、監査役等における生成AIをめ
ぐる実態を把握するため、職務において生成AIを使用する頻度や利用目的、
効果の実感などを調査し、集計したもの。
https://www.kansa.or.jp/news/post-15071/

2026年
10月８日

中小事務所等施策調査会研究報告９号
「第１種中間連結財務諸表等を含む半期報
告書に関する表示のチェックリスト」の改正

JICPA

監査事務所が、期中レビューにおいて、半期報告書に含まれる第１種中間連結財
務諸表等、および第２種中間連結財務諸表等それぞれに関する表示の確認を実
施する際の参考に資するために取りまとめたチェックリストについて、2026年９
月30日時点で施行されている法令や会計基準等に基づいて改正したもの。
（９号）https://jicpa.or.jp/specialized_field/20261008tfo.html
（12号）https://jicpa.or.jp/specialized_field/20261008hrm.html

中小事務所等施策調査会研究報告12号
「第２種中間連結財務諸表等を含む半期報
告書に関する表示のチェックリスト」の改正

世
界
の
株
価
は
横
ば
い
状
態
か
ら

脱
出
で
き
る
か
？

証
　
　
券

Ａ
Ｉ
投
資
の
拡
大
を
左
右
す
る

資
金
調
達
の
条
件

金
　
　
融

日
経
平
均
株
価
は
10
月
５
日
、
３

カ
月
振
り
に
７
万
円
の
大
台
に
乗

り
、９
月
末
比
の
上
昇
率
は
５
・
８
％

に
達
し
た
。
９
月
後
半
、
主
要
先
進

国
の
政
策
金
利
が
一
斉
に
引
き
上
げ

ら
れ
た
後
、
世
界
の
市
場
で
株
価
が

横
ば
い
基
調
で
推
移
し
て
い
た
な
か

で
、
日
経
平
均
の
急
騰
は
驚
く
べ
き

こ
と
で
あ
る
。
日
経
平
均
株
価
を
引

き
上
げ
た
の
は
、
半
導
体
製
造
装
置

メ
ー
カ
ー
の
株
価
急
騰
で
あ
る
。
一

方
、
カ
バ
レ
ッ
ジ
の
大
き
な
Ｔ
Ｏ
Ｐ

Ｉ
Ｘ
は
上
が
っ
て
い
な
い
の
だ
か

ら
、
日
本
の
株
価
は
大
き
く
上
昇
し

た
と
は
い
え
な
い
の
で
は
な
い
か
。

主
要
国
の
代
表
的
な
株
価
指
数
は

台
湾
の
加
権
指
数
を
除
き
、
ほ
ぼ
Ｔ

Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｘ
と
同
様
の
動
き
で
あ
っ

た
。
Ａ
Ｉ
、
半
導
体
企
業
の
多
い
米

ナ
ス
ダ
ッ
ク
、
韓
国
総
合
株
価
指
数

な
ど
も
横
ば
い
状
態
で
あ
っ
た
。
日

経
平
均
株
価
の
急
騰
は
例
外
的
な
現

象
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。

現
在
、
世
界
の
株
価
は
金
利
上
昇

の
影
響
を
測
り
な
が
ら
、
方
向
性
を

模
索
し
て
い
る
と
こ
ろ
と
い
え
よ

う
。
株
式
市
場
の
前
に
は
、
原
油
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
に
端
を
発
す
る
イ

ン
フ
レ
の
行
方
、各
国
の
景
気
実
勢
・

欧
州
中
央
銀
行
（
Ｅ
Ｃ
Ｂ
）
の
研

究
者
が
10
月
２
日
に
公
表
し
た
分

析
（H

ow
 firm

s are planning to 
finance AI adoption

）
に
よ
る
と
、

ユ
ー
ロ
圏
の
約
５
、０
０
０
社
を
対
象

と
し
た
調
査
で
、
今
後
12
カ
月
に
人

工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
の
技
術
や
ツ
ー
ル

へ
の
投
資
を
計
画
す
る
企
業
は
49
％

だ
っ
た
。
社
員
教
育
は
46
％
、
デ
ー

タ
基
盤
は
40
％
、
専
門
家
の
採
用

は
12
％
と
な
り
、
こ
れ
ら
の
投
資
を

い
ず
れ
も
予
定
し
て
い
な
い
企
業
は

38
％
だ
っ
た
。
資
金
調
達
に
つ
い
て

は
、
Ａ
Ｉ
投
資
を
計
画
す
る
企
業
の

72
％
が
、
事
業
で
得
た
資
金
や
内
部

留
保
な
ど
の
自
己
資
金
を
使
う
予
定

だ
と
回
答
し
た
。
銀
行
融
資
、
助
成

金
、
リ
ー
ス
は
各
16
％
、
株
式
や
ベ

ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
は
６
％
、
債

券
は
１
％
だ
っ
た
。

資
金
調
達
方
法
は
複
数
回
答
で
あ

り
、
各
数
字
は
投
資
額
の
構
成
比
で

は
な
く
、
利
用
を
予
定
す
る
企
業
の

割
合
を
示
し
て
い
る
。
多
く
の
企
業

は
１
つ
の
方
法
で
資
金
を
賄
う
予
定

で
、
複
数
を
使
う
場
合
も
自
己
資
金

と
外
部
資
金
を
組
み
合
わ
せ
る
例
が

多
か
っ
た
。
た
だ
、
自
己
資
金
に

は
、
企
業
に
と
っ
て
使
い
や
す
さ
や

企
業
収
益
の
動
向
、
主
要
国
の
金
融

政
策
の
方
向
を
ど
う
予
想
す
る
か
、

と
い
う
課
題
が
提
起
さ
れ
て
い
る
。

そ
れ
に
加
え
て
少
数
の
大
国
が
ど
の

よ
う
な
権
力
的
行
動
を
展
開
し
て
く

る
か
、と
い
う
政
治
の
問
題
が
あ
る
。

こ
れ
か
ら
株
式
市
場
に
イ
ン
パ
ク

ト
を
与
え
そ
う
な
の
が
国
際
政
治
の

問
題
で
あ
る
。
そ
の
焦
点
と
な
る
の

は
、
米
国
の
行
動
で
あ
る
。
ト
ラ
ン

プ
米
大
統
領
は
11
月
の
中
間
選
挙
で

敗
北
し
、
議
会
で
少
数
与
党
に
転
落

す
る
と
の
予
想
が
よ
り
強
ま
っ
て
い

る
。
そ
の
結
果
、
レ
イ
ム
ダ
ッ
ク
と

な
り
、
何
ら
政
策
を
打
て
な
く
な
る

の
で
は
な
い
か
と
懸
念
さ
れ
る
。

反
対
に
、
選
挙
に
負
け
た
大
統
領

は
自
暴
自
棄
に
な
っ
て
大
統
領
令
を

乱
発
し
混
乱
に
陥
れ
る
の
で
は
な
い

か
、
と
い
う
指
摘
は
多
い
。
現
在
の

戦
争
地
域
に
対
し
、
と
ん
で
も
な
い

解
決
策
を
提
示
し
て
く
る
こ
と
や
、

Ｆ
Ｒ
Ｂ
（
米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
）

に
圧
力
を
強
め
、
金
融
政
策
を
混
乱

さ
せ
る
、
と
い
っ
た
懸
念
が
あ
る
。

い
ず
れ
も
、
そ
の
波
紋
は
世
界
中
に

及
び
、
株
価
に
も
影
響
を
与
え
ず
に

は
お
か
な
い
。
株
価
の
横
ば
い
脱
出

に
は
乗
り
越
え
る
山
が
控
え
て
い
る
。

柔
軟
性
と
い
う
利
点
が
あ
る
。
社
員

教
育
は
少
額
ず
つ
の
支
出
と
な
り
や

す
く
、
内
部
留
保
で
賄
う
ほ
う
が
使

い
や
す
い
場
合
も
あ
る
。

む
し
ろ
問
題
は
、
同
じ
Ａ
Ｉ
投
資

で
も
、
そ
の
内
容
に
よ
っ
て
銀
行
融

資
の
受
け
や
す
さ
が
異
な
る
点
だ
。

機
器
等
の
有
形
資
産
は
担
保
に
で
き

る
が
、
社
員
教
育
や
専
門
家
の
採
用

は
企
業
の
能
力
を
高
め
て
も
担
保
に

で
き
な
い
。
Ａ
Ｉ
の
技
術
や
ツ
ー
ル

を
導
入
す
る
だ
け
で
な
く
、
そ
れ
を

使
う
人
材
を
育
て
る
必
要
が
あ
る
な

か
で
、
こ
の
違
い
が
投
資
の
広
が
り

を
制
約
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

社
員
教
育
を
予
定
す
る
企
業
が

46
％
と
、
技
術
や
ツ
ー
ル
へ
の
投
資

と
ほ
ぼ
同
じ
割
合
で
あ
る
こ
と
も
、

人
材
投
資
の
重
要
性
を
示
し
て
い

る
。自
己
資
金
へ
の
依
存
が
強
い
と
、

外
部
資
金
も
使
う
場
合
に
比
べ
、
Ａ

Ｉ
導
入
の
規
模
や
速
度
が
制
約
さ
れ

る
可
能
性
が
あ
る
。

設
備
購
入
の
た
め
の
融
資
を
増
や

す
だ
け
で
は
、
こ
の
問
題
の
解
消
に

は
不
十
分
だ
。
担
保
に
し
に
く
い
人

材
投
資
に
も
資
金
が
届
く
し
く
み
を

整
え
る
こ
と
が
、
Ａ
Ｉ
投
資
を
下
支

え
す
る
課
題
と
な
る
だ
ろ
う
。


